拠点提案申請様式

平成29年度　戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）
日本－中国 国際共同研究イノベーション拠点　
拠点提案 申請様式　　　（日本語で記載）　　
	拠点研究提案課題名
	拠点で行う研究の課題名

	拠点と研究の目的
	（例）　本国際共同研究イノベーション拠点は、・・について・・することで・・を目指す。またそこで実施する研究は・・について・・することで・・を目指す。

	本拠点提案と連携する研究課題が提案されている場合（コンソーシアム型）
	有・無
	コンソーシアム型による応募（国際共同研究イノベーション拠点＋連携プロジェクト）の有無

	
	●本公募にコンソーシアム型で応募する連携プロジェクト課題を全て記載。
【連携プロジェクト課題名】・【代表者所属機関名】・【氏名・役職】


	中国側研究提案課題名
	中国側研究者が中国側に応募する研究提案課題名（漢字。中国で使用する簡体字でも可）


日本側研究代表者、および所属機関（日本側実施中核機関）責任者※
※研究機関間の合意のもとの推進が前提となるため、本提案を推進する所属機関責任者名（原則、機関長）を必ず記載。

中国側研究代表者　　
拠点設置予定機関（必ず、相手国側機関とのMoC・LoIなど、設置を証明できる文書を提出すること）

【拠点構想要旨】：1-2ページ　　　拠点で行う共同研究や社会実装などの活動全体に関して記載
　　　　　　　　　　　　(拠点で行う研究内容に関しては次ページの【拠点内で行う共同研究の要旨】に記載)
	本拠点構想の目的
（国際共同研究の
重要性・優位性）
	・本拠点構想の実施目的を、分野・内容の妥当性と重要性、テーマの優位性を明記した上で、具体的に記載。

	支援終了時
（5年後）に

期待される成果
	（研究開発の観点）
・論文、特許など、オープンイノベーションを通した拠点における研究活動を通して期待される成果
(社会貢献の観点)
・研究成果の社会実装活動で期待される成果（連携プロジェクト等への社会実装支援活動を含む）
（国際協力の観点）
・研究、人材育成、ネットワーク形成、社会基盤構築への寄与を通して、日本、および相手国・地域への貢献として期待される波及効果

	本拠点構想が
目指す最終目標
	事業目的に照らした最終目標（200字程度）
①研究・協力による課題解決、②日本の科学技術力向上への貢献とネットワーク構築、③研究成果を社会に役立てるための社会実装支援活動、④日本のプレゼンスを示す協力としての相手国・地域への貢献

	拠点の実施概要
(右記の要領で記載)


	（800字程度を目安）
1 本拠点において行う活動の概略

○○を目的とする○○の研究を行う。
　　　○○を目的とする○○の活動を行う。

当該領域における社会実装活動の方針と体制についても記載。

2 本拠点は、○○の点で優れており、○○のような成果・効果が期待できる。
－実施内容とその効果を具体的に記載。
③本拠点を通して研究・交流することで、日本国および相手国・地域への○○の貢献が期待される
－本拠点により当該分野で将来期待される事柄を簡潔に記載



【拠点内で行う共同研究の要旨】　　（複数ある場合は研究課題ごとに1ページ）
	研究課題名
	

	目的
	

	本研究の先進性、独創性
	

	研究方法

何を、

どのように行うか
	

	キーワード
	

	支援終了時
（約5年後）に
期待される

研究成果
	

	研究成果
の展望
（10年後）
	

	共同研究概要

	（800字程度を目安）

1 「本研究は○○を目的とする。」
－実際に達成する事柄を簡潔に記載。
②「具体的には、日本側は○○を行い、（相手国名）側は△△を行う。」
－双方の分担及び研究内容を具体的に記載。
③「本研究で日本と（相手国名）が交流を通じて相互的に取り組むことで、○○が期待される。」
－本研究により当該分野で将来期待される事柄を簡潔に記載


【実施体制・ネットワーク概念図】
・本事業による支援終了時(5年後)までに構築する国際共同拠点研究体制（組織・研究責任者を明記）・ネットワークの概念図を1ページ以内で図を用いて記載。(拠点での研究体制、拠点として行う社会実装活動など全体像を記載)
　
Ⅰ．【拠点構想】　
　拠点全体の活動に対して記載。　拠点内で行う研究の詳細に関しては　Ⅱ．【研究構想】に記載。
Ⅰ-１．本拠点の背景と目標
Ⅰ-１-１．本拠点構想の社会的背景
事業趣旨を踏まえた、本拠点構想の国際的観点に立った社会的背景と解決しようとする課題。
Ⅰ-１-２．本拠点での共同研究および活動の概略と、支援終了時（5年後）の達成目標。
Ⅰ-２．本拠点の研究実施基盤と準備状況
Ⅰ-２-１．本拠点設置場所の選定理由、および設置国・機関との協力実績
研究代表者、日本側中核機関の実績に照らして、拠点設置先国機関を選定した理由。
（既存の協定などを踏まえて記述）
Ⅰｰ２-２．研究代表者の本提案に関する実績と責務
本拠点の研究と運営に関して、研究代表者と日中両国の参画機関・研究者などとの連携実績、それらに照らした適性・妥当性、および代表者の責務と役割。
Ⅰ-２-３．拠点を実施する日本側機関（中核機関）の責務と役割
本拠点における中核機関としての責務、役割、また、研究開始後の拠点の運営方針（知的財産などの取り扱いを含む）
Ⅰ-２-４．他の参画機関との連携
コンソーシアム型提案、あるいは複数の日本側参画機関が本拠点構想に参画している場合、当該研究分野に関する各参画機関との連携状況。
※コンソーシアム型応募の場合の「連携プロジェクト」の詳細は、Ⅳ．【コンソーシアム型応募の連携
プロジェクト一覧表】　に記載。
Ⅰ-３．本拠点実施提案に対する研究代表者の所属機関としての中長期的拠点支援の方針と
それを実現するための支援の内容
本事業が組織的な支援を前提としていることから、組織の長との合意･承認に基づき、当該機関における
本提案の位置づけと当該機関としての支援の方針や内容を記述。
Ⅰ-４．拠点での社会実装活動計画
　　　本拠点での共同研究、連携プロジェクト、当該分野の他の研究成果を、産業界や公的機関へ導入するための支援、指導をするなどの具体的な社会実装活動について、方針と体制をコーディネーター人材の役割を踏まえて具体的に記載。

Ⅰ-５．日本のプレゼンスを示す活動、協力としての相手国への貢献の活動　
Ⅱ．【研究構想】　(共同研究テーマが複数ある場合はテーマごとに記載。)
Ⅱ-１．拠点での共同研究の提案の背景と目標　　　
Ⅱ-１-１．　提案の社会的背景と学術的背景

Ⅱ-１-２．　共同研究のテーマと目的。
本研究が目的とする社会課題解決とそのテーマが中国でどのように認知されているか、あるいはされ得るかを根拠とともに具体的に記述
Ⅱ-１-３．　共同研究の達成目標。
支援終了時（5年後）の達成目標（研究・技術などのベンチマークとの比較を含む）。
Ⅱ-２．共同研究の内容
　　　　解決しようとする課題に対してどのような方法で取り組むか、どういった先進性、独創性があるかを国内外の過去の類似の研究と比較して詳細を記載。
Ⅱ-３．当該テーマを国際共同研究として実施する効果
　　　具体的な日本側グループと中国側グループの各々の強み　および共同研究による相乗効果など。
Ⅱ-４．共同研究の体制

　　　共同研究を進めるにあたっての協力体制や補完関係、および進捗等のマネジメントについて記載。

Ⅱ-５．共同研究のワークパッケージ毎の詳細な研究内容
Ⅱ-５-１．共同研究内の実施項目とその実施内容をワークパッケージに分け（必要ならワークパッケージ内を更にサブタスクに分けて）、ワークパッケージ毎に下記を含めて詳細な研究内容を記載。

　　　　　　・各ワークパッケージ（およびサブタスク）の目的とマイルストーン　※1
　　　　　　・各ワークパッケージのリーダーと研究者およびそれぞれの寄与（例　人月）

　　　　　　・研究に用いる予定の手法や手段

※1　いつまでに何をやり、何を達成するのか、目標達成に向けて節目となる行程や指標
　　　Ⅱ-５-２．　ワークパッケージ概略一覧表　　（Ⅱ-５-1から抜粋）
	
	ワークパッケージ１
	ワークパッケージ２

	目的
	○○の新技術確立
	○○○のシステム開発

	サブタスク
	１：○○の開発
２：○○の選定
	１：○○の調査
２：○○の統合

	マイルストーン
	シミュレーション精度○○％
	パラメータ抽出完　2019 3月

	リーダー　　機関
	○教授　　○○大
	○准教授　○大学

	研究者
	○氏　○○開発　１５人月
	○氏　○調査　６人月  △氏　○の検証　１２人月

	手法、手段
	改良型○○方式
	○○データ解析


　　Ⅱ-６．期待される成果
Ⅱ-６-１．共同研究を通して期待される効果
イノベーション拠点における共同研究によって得られる成果、国際協力、研究人材育成などの効果、
および実施によって期待される付加的価値・相乗効果を記載。
Ⅱ-６-２．研究終了後の自立・継続的な研究の展望
終了後に期待されるイノベーション拠点での研究・活動の自立性・継続性に関して記載。
Ⅲ．【実施体制・計画】
Ⅲ-１．　研究代表者の経歴および本提案に関連した主要な成果　(1ページ以内)
       日本側代表者は現在および今後5年間に携わる見込みのプロジェクトに関しても記入してください。
　Ⅲ-１－１．　日本側代表者
　Ⅲ-１-２．　中国側代表者

　
　Ⅲ-２．　実施者
　　　Ⅲｰ２-１　日本側実施者
	名前
	所属機関・部署
	役職
	実施項目

	（研究代表者）

	　


	
	　全体統括

	（機関側責任者）

	　


	
	　

	（参加者）
	　
	
	　

	　
	　
	
	　

	　
	　
	
	　

	
	
	
	


　　Ⅲ-２-２．　中国側実施者
	名前
	所属機関・部署
	役職
	実施項目

	（研究代表者）

　
	　

　
	
	　

　

	（機関側責任者）

	　


	
	　

	（参加者）
	　
	
	　

	　
	　
	
	　

	　
	　
	
	　

	　
	　
	
	　


Ⅲ-３．　実施スケジュール
実施予定期間（2018年度～2023年度）の実施計画・項目を、2017年度以前の取り組み状況
も含めて記載（例示参考、形式自由）。
実施スケジュール表（例）
	項目
	2017年度
	2018年度
	2019年度
	2020年度
	2021年度
	2022年度
	2023年度

	〈以下は例示〉
既存の取り組み
	
	
	
	
	
	
	

	拠点整備
	
	
	
	
	
	
	

	社会実装活動
	
	
	市場調査
	社会実装情報提供
	
	
	

	シンポジウム開催、展示会出展開催（広報）
	
	
	

	●
	●
	●
	

	研究者派遣・交流等
	
	
	
	
	
	
	

	関連ネットワーク構築
	
	
	
	
	
	
	

	ワークパッケージ１　〇〇の新技術確立
	サブタスク１○の開発
	○○の分析
○○の試作
	
	
	
	
	
	
	

	
	サブタスク２○の選定
	○○シミュレーション
○○の実験検証
	
	
	
	
	
	
	

	ワークパッケージ２
〇〇〇のシステム開発
	サブタスク１○の調査
	○○データ分析
○○パラメータ確認
	
	
	
	
	
	
	

	
	サブタスク２○の統合
	○○の検証
	
	
	
	
	
	
	


Ⅲ-４．　研究費計画
本国際共同研究イノベーション拠点の予算総額（直接経費、およびその30％にあたる間接経費を合算した金額）を300,000千円、年間60,000千円を上限として作成。（ただしコンソーシアム型提案の各連携プロジェクトの予算は含めず、研究開始を2018年11月とした場合で作成）
中核機関（単位：千円）  下記は例
	　
	　
	2018年度
	2019年度
	2020年度
	2021年度
	2022年度
	2023年度
	合計

	
	　
	(2018/11～
	(2019/4～
	(2020/4～
	(2021/4～
	(2022/4～
	(2023/4～
	

	
	　
	2019/3)
	2020/3)
	2021/3)
	2022/3)
	2023/3)
	　2024/3）
	　

	　直接経費
　
　
	物品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	主な設備
	○○装置

	　　
	　
	
	
	
	

	
	　
	
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	人件費
謝金
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	主な使途
	イベント開催
市場調査
	　
	　
	　
	
	
	

	直接経費 計
	23,000
	
	
	
	
	
	

	間接経費
（直接経費の30%）
	6,920
	
	
	
	
	
	

	合計
	29,900
	******
	******
	******
	******
	******
	Max 300,000


・採択後、改めて年度別の詳細な研究計画を提出いただきます。
Ⅲ-５．　本拠点におけるその他の資金
本拠点研究の推進に関して、連携を予定している、あるいは連携可能な他の研究課題、研究資金などがあれば、課題名、内容、予算額などを具体的に記述
Ⅳ．　【コンソーシアム型応募の連携プロジェクト一覧表】
同時に応募するすべての連携プロジェクトを記載。研究課題名、研究者氏名、所属・役職は、必ず連携プロジェクトの提案書記載と同一にすること。
不足する場合は、適宜、コピーして追加
同時応募する連携プロジェクト総数数　：　　　＿＿＿　課題

	研究題名
	

	研究代表者　氏名、
	

	研究代表者所属・役職
	

	研究概要　（100字程度）
	

	拠点と連携する効果
	


	研究題名
	

	研究代表者　氏名、
	

	研究代表者所属・役職
	

	研究概要　（100字程度）
	

	拠点と連携する効果
	


	研究題名
	

	研究代表者　氏名、
	

	研究代表者所属・役職
	

	研究概要　（100字程度）
	

	拠点と連携する効果
	


●人権の保護および法令等の遵守への対応
計画を遂行するにあたって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究、安全保障貿易管理、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策と措置を講じるのかを記載するとともに、各省際項目について、次ページのチェックリストに記載。
例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、組換え DNA 実験、動物実験など、研究機関内外の倫理委員会等における承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象。
なお、該当しない場合には、その旨記述。
	法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応　（ 研究代表者　記入用チェックリスト ）　

	（１）安全保障貿易管理に対する取組を必要とする研究　

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（２）生物遺伝資源等利用に伴う各種規制に対応する必要がある研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（３）生命倫理及び安全対策に対する取組を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（４）個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（５）人権及び利益の保護の取扱いに対応する必要がある研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（６）社会的・倫理的配慮を必要とする研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（該当する場合、その内容と対策を簡潔に記入のこと。）


	（７）知的財産等の取扱に対する配慮が必要な研究

	どちらか選んでください。
〔該当〕　〔非該当〕
	（その内容と対策を簡潔に記入のこと。）



※法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応について、各項目の該当／非該当を選択し、該当の場合はその内容と対策について記入してください。

上記のとおり相違ありません。
平成　　年　　　　月　　　　日   
所属機関　　　　　　　　　
所属部署　　　　　　　　
役　　職
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　年　月　日
確認書　
国立研究開発法人科学技術振興機構　御中
                                    　　    （研究代表機関）
                                     　      機関名
                                     　      機関長名          　　　             公印
国際科学技術共同研究推進事業に対する下記の提案が採択された場合、研究実施にあたり、安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践することに加え、必要に応じて倫理委員会等による承認を得ることを代表機関の責任として確認します。またそれらのための適正な管理環境や体制を整えます。
記
○提案課題名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○研究代表者　　　　　所属部署　　　　　　　　
役　　職
氏　　名　
氏名（ふりがな） 　（姓）                    　　　（名） 


　　   （漢字）


　　（ローマ字）                                     


所属機関・所属部署・役職名　


連絡先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


電話番号　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　


E-Mailアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


所属機関責任者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職名


連絡先(Tel/Fax/E-mail)                                                       





氏名（ふりがな） 　（姓）                    　　　（名） 


（漢字）                                     


（中国語ピンイン（アルファベット））


所属機関・所属部署・役職名　　





相手国拠点設置予定機関名　　：


相手国機関責任者氏名（カナ表記）　：　（姓）                   　　　 （名）


所属部署　                                     　役職名　


連絡先住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


連絡先(Tel/Fax/E-mail)　　　　　　　　　　











合同シンポジウム





○○展示会





安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践等に関する確認書を、申請書とともにJSTに提出してください。やむをえない事情などにより、確認書の提出が公募締切に間に合わないと見込まれる場合は、事前に� HYPERLINK "mailto:jointlab-c@jst.go.jp" �jointlab-c@jst.go.jp�までお問い合わせください。
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